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１．情報通信を取り巻く環境等



契約数の推移 2
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加入電話と携帯電話・PHSが逆転
（平成12年11月）

加入電話とIP電話が逆転
（平成25年9月）

○ 加入電話の契約数は、平成12年11月に携帯電話（PHS含む）、平成25年９月にＩＰ電話の契約数と逆転。

○ 加入電話及びISDNはピーク時（平成９年11月）の約３割に減少。他方、ＩＰ電話の契約数は拡大傾向。

（万）

（年度末）



音声トラヒックの推移 3
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○ 音声トラヒックは、通信回数・通信時間ともに減少している。

○ 加入電話等（加入電話、ISDN、公衆電話）に関しては、平成12年度と令和元年度とを比較すると通信
回数で86％減、通信時間で94％減となっている。

（年度）
（年度）

（億回） （億時間）

携帯・ＰＨＳ

ＩＰ電話

ＩＰ電話

加入電話等 加入電話等

携帯・ＰＨＳ

通信回数（発信） 通信時間（発信）

※加入電話等（加入電話、ISDN、公衆電話）



（年度）

加入電話及びＩＳＤＮの契約数におけるＮＴＴ東西シェア 4
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○ 固定電話である加入電話及びＩＳＤＮの契約数とも、減少し続けている。

○ シェアでみると、ＮＴＴ東西が引き続き多い状況（令和元年度末で加入電話及びＩＳＤＮ合計で９２％）

（万加入）

加入電話及びISDN契約数推移 加入電話及びISDN加入者数シェア

（年度）

NTT東西・ISDN

NTT東西・加入電話

他事業者ISDN

他事業者加入電話

NTT東西・ISDN

NTT東西・加入電話

他事業者ISDN

他事業者加入電話



ＮＴＴ東西の契約数等のシェア 5

NTT東西
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NTT東西
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その他
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【固定電話】
（メタル電話、0AB-J IP電話、CATV電話等）

【メタル電話】 【0AB-J IP電話】
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【全回線】 【メタル回線】 【光ファイバ回線】

（令和元年度末）

アクセス回線数シェア

固定電話契約者数シェア

○ 固定電話契約者数のシェアについて、プライスキャップの対象であるメタル電話（加入電話）はNTT東西
が90%以上を占めている。

〇 施設設置の状況で見ると、アクセス回線数については、ほとんどのメタル回線をNTT東西が設置してい
る。

NTTドコモ
38%

その他
62%

NTT東西
24%

その他
77%

【携帯電話】 【FTTH】

参考（その他契約数シェア）



固定電話等の保有状況 6
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○ アンケート調査によると情報通信機器の世帯保有率は、「固定電話」は減少傾向であり、2019年度末で
69％。一方「モバイル端末全体」では96.1％、その内数の「スマートフォン」保有は83.4％となっている

○ 年代別で見ると「固定電話」は20代の世帯保有率が5.1％であるが、50代以上で80％以上、70代で90％
以上と高い保有率となっている。

情報通信機器の世帯保有状況（年度別） 情報通信機器の世帯保有状況（主年齢別）

（年度）

（出典）令和元年通信利用動向調査

（n=22,271） （n=16,530） （n=20,418） （n=15,599） （n=16,529） （n=14,765） （n=17,040） （n=16,117） （n=16,255） （n=15,410）



ＮＴＴ東西が提供するメタル電話の契約変更の意向状況 7

○ 現在、ＮＴＴ東西のメタル電話（加入電話又はＩＳＤＮ）を利用している者に対し、契約変更等の意向につ
いて訊いたところ、88.6％が「メタル電話を継続して利用したい」との回答であった。

○ 継続利用の理由として、「今の電話番号を使い続けたい」を挙げた者が一番多い（54.9％）。

（出典）令和元年通信利用動向調査

【NTT東西が提供するメタル電話の契約変更の意向（令和元年）】 【NTT東西が提供するメタル電話サービスを継続して利用する理由】



消費者物価指数変動率
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出典：総務省統計局




